再々々評価調書
１事業概要

	事業名
	大泉緑地整備事業

	担当部署
	都市整備部公園課府営公園グループ（連絡先　06－6941－0351（内2978））

	事業箇所
	・堺市北区金岡町、中村町、南花田町、新金岡町　・松原市南新町

	再々評価理由
	・再々評価後5年を経過した時点で継続中

	目的
	大泉緑地は、大阪四大緑地の一つとして、市街地に広い森林を積極的に創出し、自然的大空間を形成することを目標に整備を行っている。
また、大泉緑地は広域避難地及び後方支援活動拠点に位置付けられており、防災公園としての整備が急務となっている。

現在事業中の区域は、松原市域へアクセスし、緊急時の避難路や緊急車両の通行ルートとして活用され、大泉緑地の利用価値を高めるとともに防災にも資するものである。

	内容
	・都市計画決定面積　123.0ｈa　　　　・開設面積　101.5ｈa（H24.3末）

（事業認可面積　102.4ｈa）

〈主要施設〉大芝生広場、桜広場、かきつばた園、ふれあいの庭

　　　　　　児童遊戯場、ｻｲｸﾙどろんこ広場、中央花壇、花と緑の相談所

　　　　　　野球場、球技広場、ﾃﾆｽｺｰﾄなど

	事業費

（　）内の数値は
前回価時点のもの
	全体事業費：約６７７．２億円（約６７７．２ 億円）　　　     

（内訳）用地費　約５５７．２億円（約５５７．２億円）　【工事内訳】
　　　　　工事費　約１２０．０億円（約１２０．０億円）　・造成費６４．０億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・建設費５６．０億円

	事業費の変更理由
	【事業費変動要因の状況】

　特になし
【他事業者との協議状況】
　特になし

	維持管理費
	約１５２百万円／年　（平成23年度指定管理料）


２事業の必要性等に関する視点
	
	【再評価時点H15】
	【再々価時点H19】
	【再々々評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	開設面積95.5ｈａ
	開設面100ｈａ
・指定管理者制度の導入（H18.4）
・景観緑三法（H16.12）の施行による、地域における景観づくり、自然環境の保全等への重要性の高まり
	開設面積101.5ｈａ
・東日本大震災を契機として、想定外地震への対応と都市防災の重要性が高まる
	・緊急時の都市防災施設としての機運の高まり


	地元等の

協力体制等
	・自然観察や花壇の育成、高齢者や身障者への公園利用のサポートを行うなど、多様なボランティア活動が盛ん。
	同左
	同左
	

	
	【再評価時点H15】
	【再々価時点H19】
	【再々々評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	【分析結果】

・B/C＝1.11
　B＝548.1億

　C＝494.5億

【算出方法】

・直接利用効果

　健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

　都市環境維持改善

　都市景観の保全等

【受益者】

公園利用者、周辺住民
	【分析結果】

・B/C＝2.89
　B＝3312.3億

　C＝1145.9億

【算出方法】

・直接利用効果

　健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

　都市環境維持改善

　都市景観の保全等

【受益者】

公園利用者、周辺住民
	【分析結果】

・B/C＝○.○

　B＝○○○.○億

　C＝○○○.○億

【算出方法】

・直接利用効果

　健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

　都市環境維持改善

　都市景観の保全等

【受益者】

公園利用者、周辺住民
	・国土交通省都市・地域整備局公園緑地課監修「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」の改定による。

※H16年2月
（間接利用効果の計算方法の変更）
  H19年6月


	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】
・都市環境維持・改善、都市景観の保全提供、都市防災機能の確保
【受益者】
公園利用者、周辺住民
	　　　同左


	　　同左

	・特になし



	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①昭和３９年度
②昭和３９年度

③平成―　年度
	①昭和３９年度

②昭和３９年度

③平成２５年度
（事業認可）
	①昭和３９年度

②昭和３９年度

③平成３０年度

	財政状況による遅れ

	＜進捗状況＞
	・全体60％

（405億円/677.2億円）

・用地55％

（304.3億円/557.2億円）

・工事84％

（100.7億円/120億円）
	・全体63％

（426.7億円/677.2億円）

・用地58％

（321.8億円/557.2億円）

・工事87％

（104.9億円/120億円）
	・全体65％

（438.1億円/677.2億円）

・用地59％

（331.2億円/557.2億円）

・工事89％

（106.9億円/120億円）
	

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・現在、想定外地震への対応など地域防災計画の見直しが進められ、防災公園の整備の必要性が求められている。本事業により、松原市域からの避難者の避難路・緊急車両ルートが確保され、避難住民に対する安全性が増大し、地域防災機能の向上につながる。また、公園整備により、堺市・松原市の緑の基本計画に示される、緑の骨格軸を形成する拠点として、みどりのネットワーク化につながり、地域の人々にうるおいと安らぎ、憩いや癒しの場を提供できる。
以上のことより、継続する。


３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・未買収地の買収見込みは平成26年から平成28年頃を予定しており、工事を平成30年度までに終える予定であるため、継続する。


４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・用地は59％、工事は89％進捗しており、防災公園としての整備が必要不可欠であるため、代替案立案の余地はないことから継続する。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・緑やオープンスペースは、多様な生態系の保全機能を持つとともに、府民のレクリエーションの場や風格ある魅力的な景観の形成にも重要な役割を担うものである、当事業では、市街地における緑のオアシスとして整備することにより、自然とふれあえる水と緑のオープンスペースとして積極的な緑化空間の創出を図る。


	前回評価時の意見具申と府の対応
	―


	その他
	（上位計画）

・大阪府公園基本構想（Ｈ５）　・みどりの大阪推進計画（Ｈ２１）　・大阪府都市基盤整備中期計画（案）（Ｈ２３）


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続

＜判断の理由＞

・用地買収は平成２８年頃終える見込みであり、遅延要因が解消され、平成30年に工事を終える予定である。また、従来の必要性に加え、防災公園としての必要性も高まってきていることから、継続する。



